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(57)【要約】
【課題】本発明は、リンク構造を複数の方向へ駆動させ
ることができるアクチュエータ及びリンク構造の駆動方
法を提供する。
【解決手段】本発明は、リンク固定部（６）と第１移動
固定部（４００ａ）とに跨る、紐状の第１弾性体（２０
ａ）と、リンク固定部（６）と第２移動固定部（４００
ｂ）とに跨る、紐状の第２弾性体（２０ｂ）とを備える
。第１弾性体と第２弾性体とは、互いの弾性力により引
き延ばされた状態で保持される。リンク構造１０は、第
１移動固定部及び第２移動固定部の移動に応じて、第１
弾性体の弾性力と第２弾性体の弾性力とが釣り合う位置
に保持される。
【選択図】図１５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リンク構造を駆動させるアクチュエータであり、
　第１補助部と、
　前記リンク構造を基準として、前記第１補助部とは反対側に配置される第２補助部と、
　前記リンク構造、前記第１補助部及び前記第２補助部と連結され、かつ、前記リンク構
造、前記第１補助部及び前記第２補助部が回転運動する場合の回転中心である回転部とを
備え、
　前記リンク構造、前記第１補助部及び前記第２補助部は、それぞれ、前記回転部から延
び出て形成され、
　前記リンク構造は、前記回転部から延び出た位置において少なくとも１つのリンク固定
部を備え、
　前記第１補助部は、前記回転部から延び出た位置において、前記回転部から延び出る方
向及びその逆方向に移動可能な第１移動固定部を備え、
　前記第２補助部は、前記回転部から延び出た位置において、前記回転部から延び出る方
向及びその逆方向に移動可能な第２移動固定部を備え、
　前記リンク固定部と前記第１移動固定部とに跨る、紐状の第１弾性体と、
　前記リンク固定部と前記第２移動固定部とに跨る、紐状の第２弾性体とをさらに備え、
　前記第１弾性体と前記第２弾性体とは、互いの弾性力により引き延ばされた状態で保持
され、
　前記リンク構造は、前記第１移動固定部及び前記第２移動固定部の移動に応じて、前記
第１弾性体の弾性力と前記第２弾性体の弾性力とが釣り合う位置に保持される、
アクチュエータ。
【請求項２】
　前記第１移動固定部及び前記第２移動固定部は、滑車構造であり、
　前記第１補助部は、前記回転中心において第１中心固定部を備え、
　前記第２補助部は、前記回転中心において第２中心固定部を備え、
　前記第１弾性体は、前記リンク固定部と前記第１中心固定部との間で、前記第１移動固
定部を介して取り付けられ、
　前記第２弾性体は、前記リンク固定部と前記第２中心固定部との間で、前記第２移動固
定部を介して取り付けられる、
請求項１に記載のアクチュエータ。
【請求項３】
　前記リンク固定部は、１つである、
請求項１に記載のアクチュエータ。
【請求項４】
　前記リンク固定部、前記第１移動固定部及び前記第２移動固定部は、滑車構造であり、
　前記第１弾性体と前記第２弾性体とは、互いの端部が接続されることで、全体として輪
形状の接続弾性体を形成し、
　前記接続弾性体は、前記リンク固定部、前記第１移動固定部及び前記第２移動固定部の
間で、引き延ばされた状態で保持され、
　前記リンク構造は、前記第１移動固定部及び前記第２移動固定部の移動に応じて、前記
接続弾性体の弾性力が釣り合う位置に保持される、
請求項３に記載のアクチュエータ。
【請求項５】
　前記第１移動固定部及び第２移動固定部は、ベアリングであり、
　前記第１補助部は、ねじが切られた棒構造である第１滑りねじ部を備え、
　前記第２補助部は、ねじが切られた棒構造である第２滑りねじ部を備え、
　前記第１滑りねじ部は、前記第１補助部における前記回転部から延び出る方向に沿って
配置され、かつ、前記第１移動固定部を嵌合させ、
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　前記第２滑りねじ部は、前記第２補助部における前記回転部から延び出る方向に沿って
配置され、かつ、前記第２移動固定部を嵌合させる、
請求項１から請求項４のうちのいずれか１項に記載のアクチュエータ。
【請求項６】
　前記第１補助部は、前記第１滑りねじ部を回転させる第１駆動モータを備え、
　前記第２補助部は、前記第２滑りねじ部を回転させる第２駆動モータを備える、
請求項５に記載のアクチュエータ。
【請求項７】
　前記リンク構造が、多関節ロボットのアーム部であり、
　前記回転部が、前記多関節ロボットの関節部である、
請求項１から請求項６のうちのいずれか１項に記載のアクチュエータ。
【請求項８】
　前記リンク構造は、前記回転部から延び出た位置で、かつ、前記リンク固定部よりも前
記回転部に近い位置において、滑車構造である第１経由構造及び滑車構造である第２経由
構造をさらに備え、
　前記第１弾性体は、前記リンク固定部と前記第１移動固定部との間で、前記第１経由構
造を介して取り付けられ、
　前記第２弾性体は、前記リンク固定部と前記第２移動固定部との間で、前記第２経由構
造を介して取り付けられる、
請求項１から請求項３及び請求項５から請求項７のうちのいずれかに１項に記載のアクチ
ュエータ。
【請求項９】
　回転中心を有するリンク構造を、前記回転中心から延び出た位置において異なる複数の
方向から引っ張り、
　前記リンク構造を引っ張る力の大きさ及び力の方向を制御することにより、前記リンク
構造を回転運動させ、
　前記リンク構造を引っ張る力の大きさが、いずれの方向においても０より大きい、
リンク構造の駆動方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リンク構造を駆動させるアクチュエータ及びリンク構造の駆動方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　複数のリンク構造、及び、それらを連接する関節部を有する多関節ロボット（以下、単
に「ロボット」ともいう）は、いくつかのリンク構造において、リンク構造を駆動させる
アクチュエータ（作動装置）を備えている。ここで、リンク構造とは、他の可動部分によ
り接続されることを前提とする構造体である。
【０００３】
　アクチュエータの例としては、例えば、特許文献１及び特許文献２に開示されたものが
ある。
【０００４】
　特許文献１に開示されたアクチュエータは、リンク構造における荷重に対抗して、線形
バネを介して主アームを引っ張るモーメントアーム角度を適切に設定する。そのように制
御することで自重補償を実現する。
【０００５】
　特許文献２に開示されたアクチュエータは、リンク構造における荷重が変わっても、手
動で、線形バネのモーメントアームへの取り付け位置を変更することで、荷重補償を実現
する。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－１６１８４６号公報
【特許文献２】特開２００７－１１９２４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、上記のアクチュエータでは、リンク構造の一方向への駆動が実現されるのみで
あり、リンク構造の複数の方向への駆動を実現することができない。よって、リンク構造
を複数の方向へ駆動させるためのアクチュエータとしては、不十分であるという問題があ
った。
【０００８】
　本発明は、上記のような問題を解決するためになされたものであり、リンク構造を複数
の方向へ駆動させることができるアクチュエータ及びリンク構造の駆動方法を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様に関するアクチュエータは、リンク構造を駆動させるアクチュエータで
あり、第１補助部と、前記リンク構造を基準として、前記第１補助部とは反対側に配置さ
れる第２補助部と、前記リンク構造、前記第１補助部及び前記第２補助部と連結され、か
つ、前記リンク構造、前記第１補助部及び前記第２補助部が回転運動する場合の回転中心
である回転部とを備え、前記リンク構造、前記第１補助部及び前記第２補助部は、それぞ
れ、前記回転部から延び出て形成され、前記リンク構造は、前記回転部から延び出た位置
において少なくとも１つのリンク固定部を備え、前記第１補助部は、前記回転部から延び
出た位置において、前記回転部から延び出る方向及びその逆方向に移動可能な第１移動固
定部を備え、前記第２補助部は、前記回転部から延び出た位置において、前記回転部から
延び出る方向及びその逆方向に移動可能な第２移動固定部を備え、前記リンク固定部と前
記第１移動固定部とに跨る、紐状の第１弾性体と、前記リンク固定部と前記第２移動固定
部とに跨る、紐状の第２弾性体とをさらに備え、前記第１弾性体と前記第２弾性体とは、
互いの弾性力により引き延ばされた状態で保持され、前記リンク構造は、前記第１移動固
定部及び前記第２移動固定部の移動に応じて、前記第１弾性体の弾性力と前記第２弾性体
の弾性力とが釣り合う位置に保持される。
【００１０】
　本発明の一態様に関するリンク構造の駆動方法は、回転中心を有するリンク構造を、前
記回転中心から延び出た位置において異なる複数の方向から引っ張り、前記リンク構造を
引っ張る力の大きさ及び力の方向を制御することにより、前記リンク構造を回転運動させ
、前記リンク構造を引っ張る力の大きさが、いずれの方向においても０より大きい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の上記態様によれば、リンク構造を引っ張る力の大きさ及び力の方向を制御する
ことにより、リンク構造を複数の方向へ駆動させることができる。
【００１２】
　本発明の目的、特徴、局面、及び利点は、以下の詳細な説明と添付図面とによって、よ
り明白となる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。
【図２】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
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【図３】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図４】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図５】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図６】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図７】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図８】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図９】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図であ
る。
【図１０】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１１】実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。
【図１２】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１３】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１４】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１５】実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。
【図１６】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１７】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１８】実施形態に関する、アクチュエータの出力トルク特性を求めた結果を示す図で
ある。
【図１９】実施形態に関する、各要素の寸法を示す図である。
【図２０】正の弾性値の場合の実験結果を示す図である。
【図２１】負の弾性値の場合の実験結果を示す図である。
【図２２】実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。
【図２３】リンク構造を駆動させるアクチュエータの１つの補助部のみを有する場合の構
造を示す図である。
【図２４】実施形態に関するアクチュエータをモデル化した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、添付の図面を参照しながら実施形態について説明する。以下の説明では、「上」
、「下」、「側」、「底」、「表」又は「裏」などの特定の位置及び方向を意味する用語
が用いられる場合があるが、これらの用語は、実施形態の内容を理解することを容易にす
るため便宜上用いられているものであり、実際に実施される際の方向とは関係しない。ま
た、以下の説明では、同様の構成要素には同じ符号を付して図示し、それらの名称及び機
能も同様のものとする。よって、それらについての詳細な説明を省略する場合がある。
【００１５】
　＜第１実施形態＞
　＜構成＞
　図１は、本実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。図１に示
されるように、アクチュエータは、リンク構造１０と、弾性体２と、一対の補助部３ａ及
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び補助部３ｂと、回転部５とを備える。補助部３ｂは、リンク構造１０を基準として補助
部３ａとは反対側に配置される。リンク構造１０、補助部３ａ及び補助部３ｂは、それぞ
れ、回転部５から延び出て形成される。
【００１６】
　リンク構造１０は、ベアリング４を備える。補助部３ａはベアリング４ａを備える。補
助部３ｂはベアリング４ｂを備える。
【００１７】
　回転部５は、リンク構造１０、補助部３ａ及び補助部３ｂと連結され、かつ、リンク構
造１０、補助部３ａ及び補助部３ｂが回転運動する場合の回転中心となる。
【００１８】
　補助部３ａは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ａを備える。ベアリン
グ４ａは、滑りねじ部３０ａに取り付けられ、また、補助部３ａの長手方向に移動可能で
ある。滑りねじ部３０ａは、補助部３ａの長手方向に沿う軸を有し、当該軸にベアリング
４ａが嵌合する。
【００１９】
　補助部３ａは、駆動モータ３１ａを備える。駆動モータ３１ａは、滑りねじ部３０ａを
軸方向に回転させる。
【００２０】
　補助部３ｂは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ｂを備える。ベアリン
グ４ｂは、滑りねじ部３０ｂに取り付けられ、また、補助部３ｂの長手方向に移動可能で
ある。滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂの長手方向に沿う軸を有し、当該軸にベアリング
４ｂが嵌合する。
【００２１】
　補助部３ｂは、駆動モータ３１ｂを備える。駆動モータ３１ｂは、滑りねじ部３０ｂを
軸方向に回転させる。
【００２２】
　リンク構造１０は、回転部５を介してリンク構造１１と連接され、回転部５を中心に回
転可能である。リンク構造１０は、例えば、回転部５を関節部としてリンク構造１１と連
接される、ロボットの腕部（アーム部）を構成する部材として想定される。ただし、リン
ク構造１０は、リンク構造１１と連接されていなくともよい。
【００２３】
　弾性体２は、紐状の弾性体である。弾性体２は、輪形状である。具体的には、伸び縮み
する軽量なゴム紐、又は、弦巻バネを紐で結んだ紐状の部材（一部が弾性体である部材）
などが想定される。
【００２４】
　補助部３ａ及び補助部３ｂは、回転部５を中心に回転可能である。図１においては、補
助部３ａ及び補助部３ｂは同じ長さとなっているが、必ずしも同じ長さの構造である必要
はない。また、図１においては、回転部５が、補助部３ａ及び補助部３ｂの、長手方向に
おける中間点付近に位置しているが、この位置に限られるものではなく、長手方向におけ
るいずれかの端部に位置していてもよい。
【００２５】
　滑車であるベアリング４は、リンク構造１０における回転部５から延び出た位置に１つ
取り付けられる。滑車であるベアリング４ａは、補助部３ａにおける回転部５から延び出
た位置に取り付けられる。滑車であるベアリング４ｂは、補助部３ｂにおける回転部５か
ら延び出た位置に取り付けられる。ベアリング４、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂは
、それぞれにおいて弾性体２が、引き伸ばされた状態で引っかけられる。よって、弾性体
２は、ある特定の張力を有する状態で、ベアリング４、ベアリング４ａ及びベアリング４
ｂによる３点で保持される。また、ベアリング４、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂは
、滑車として作用するため、弾性体２は、ベアリング４とベアリング４ａとの間、ベアリ
ング４ａとベアリング４ｂとの間、及び、ベアリング４とベアリング４ｂとの間において
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、同じ張力を有する。そして、リンク構造１０は、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂの
移動に応じて、弾性体２の弾性力が釣り合う位置に保持される。
【００２６】
　回転部５は、リンク構造１０、リンク構造１１、補助部３ａ及び補助部３ｂの回転中心
である。
【００２７】
　滑りねじ部３０ａは、補助部３ａの長手方向にベアリング４ａを移動させるための構造
であるが、当該機能を有する他の構成と交換可能である。例えば、補助部３ａの長手方向
に延びて形成されたスライド穴、又は、補助部３ａの長手方向に複数並んで形成された穴
などであってもよい。
【００２８】
　滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂの長手方向にベアリング４ｂを移動させるための構造
であるが、当該機能を有する他の構成と交換可能である。例えば、補助部３ｂの長手方向
に延びて形成されたスライド穴、又は、補助部３ｂの長手方向に複数並んで形成された穴
などであってもよい。
【００２９】
　なお、図１に示されるように、回転部５の回転中心からベアリング４までの距離をｌ、
回転部５の回転中心からベアリング４ａまでの距離をｒ１、回転部５の回転中心からベア
リング４ｂまでの距離をｒ２、基準線（図１における点線）からのリンク構造１０の開き
角度をｑ、基準線（図１における点線）からの補助部３ａの開き角度をｑｅ１、基準線（
図１における点線）からの補助部３ｂの開き角度をｑｅ２、ベアリング４ａからベアリン
グ４までの距離をｘ１、ベアリング４ｂからベアリング４までの距離をｘ２とする。
【００３０】
　＜作用＞
　次に、本実施形態に関するアクチュエータの動作について説明する。リンク構造１０は
、回転部５を中心に回転する。このとき、補助部３ａ及び補助部３ｂは、ある特定の角度
をなして配置される。
【００３１】
　補助部３ａ及び補助部３ｂにそれぞれ取り付けられたベアリング４ａ及びベアリング４
ｂは、滑りねじ部３０ａ及び滑りねじ部３０ｂの回転動作により、それぞれ補助部３ａの
長手方向及び補助部３ｂの長手方向に移動する。リンク構造１０に取り付けられたベアリ
ング４は、リンク構造１０においてその位置が固定されている。
【００３２】
　ベアリング４、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂは、それぞれにおいて弾性体２が、
引き伸ばされた状態で引っかけられる。
【００３３】
　このとき、例えばリンク構造１０に対して外力が加わると、リンク構造１０は回転部５
を中心に回転するが、それに応じて弾性体２の各長さ（具体的には、ｘ１又はｘ２などに
相当する長さ）が変化するため、弾性体２により発生するトルクが変化する。すなわち、
リンク構造１０が、弾性体２の弾性力が釣り合う位置から移動することにより、弾性体２
によるトルクが発生する。
【００３４】
　このトルクは、各ベアリングの位置及び各補助部の開き角度に応じて変化させることが
できる。すなわち、上記各パラメータと、発生するトルクとの間には、ある種の力学的関
係を見出すことができる。
【００３５】
　よって、上記各パラメータを調整することでアクチュエータとして作用させることがで
き、リンク構造１０に対し、所望のトルクを生じさせることができる。
【００３６】
　このアクチュエータの出力特性を考えるために、まずそのポテンシャルエネルギーを考
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【００３７】
　弾性体２の変位量を下式に示す。
【００３８】
【数１】

【００３９】
　ここで、ｘは変位量、ｘｉ（ｉ＝１，２）は片側の変位量、ｘ０は初期変位量、ｒ０ｉ

（ｉ＝１，２）は回転部５からベアリング４ａ又はベアリング４ｂまでの初期の距離、ｌ

０は弾性体２全体の初期長さをそれぞれ示す。
【００４０】
　これらから、本実施形態に関するアクチュエータのポテンシャルエネルギーは下式で表
すことができる。
【００４１】

【数２】

【００４２】
　ただし、Ｕは弾性体２に蓄えられるポテンシャルエネルギーであり、ｋは弾性体２の弾
性値（ばね定数）である。
【００４３】
　ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで１階偏微分して出力トルクを
計算し、さらに、ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで２階偏微分し
て回転部５周りの弾性値を計算する。
【００４４】
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【数３】

【００４５】
　ただし、τは出力トルク、ｋｑは回転部５周りの弾性値、Ｓｅｉ＝ｓｉｎ（ｑｅｉ＋ｑ
）、Ｃｅｉ＝ｃｏｓ（ｑｅｉ＋ｑ）である。
【００４６】
　さて、この機構の平衡点は、本アクチュエータの出力トルクが０になる角度である。こ
のとき、
【００４７】
【数４】

【００４８】
　が成り立つ。これを変形していくと下式が得られる。
【００４９】

【数５】

【００５０】
　ここで、ｑｅは弾性要素の平衡点である。ただし、ｑｅ１とｑｅ２との関係によって解
が変わる。また、目標の平衡点（ｑｅ）が決定するとｒ１とｒ２との関係が求まり、設定
する弾性値（ｋｑ）を決定するとｒ１とｒ２とが求まる。
【００５１】
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　図２から図１０は、本実施形態におけるアクチュエータの出力トルク特性を机上シミュ
レーションで求めた結果を示す図である。
【００５２】
　リンク構造１０に作用する、弾性体２により発生する回転角度あたりの設定される弾性
値（設定弾性値）を－２［Ｎｍ／ｒａｄ］から２［Ｎｍ／ｒａｄ］まで０．５［Ｎｍ／ｒ
ａｄ］刻みで設定する。また、このときのリンクの回転軸周りにトルクが加わらない平衡
点（ｑｅ）を－９０［ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みで設定する。
ただし、設定弾性値［Ｎｍ／ｒａｄ］は平衡点付近での値であり、本アクチュエータの出
力特性は線形でないため、図に示されたグラフの傾きに相当する弾性値は、図に示される
ように一定の幅を有する。
【００５３】
　図２から図１０においては、複数（１９本）のグラフがプロットされているが、これは
、平衡点（ｑｅ）を－９０［ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みでプロ
ットした結果を反映したものである。ただし、図２では、その１９本すべてが重なってい
る。
【００５４】
　各ベアリングの位置を、リンク構造１０が配置される側とは反対側（図１であればリン
ク構造１１が配置される側）に位置させることで、負の設定弾性値［Ｎｍ／ｒａｄ］をと
ることも可能である。図４、図６、図８及び図１０がこの場合に相当する。
【００５５】
　図２から図１０において、横軸は、基準線（図１における点線）からのリンク構造１０
の開き角度［ｒａｄ］を示し、縦軸は、リンク構造１０に対して発生するトルクの値［Ｎ
ｍ］を示す。
【００５６】
　図２は、設定弾性値を０［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。
【００５７】
　図３は、設定弾性値を０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図３に示されるよう
に、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．５［Ｎ
ｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００５８】
　図４は、設定弾性値を－０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図４に示されるよ
うに、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．５［
Ｎｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００５９】
　図５は、設定弾性値を１［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図５に示されるように、
この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－１［Ｎｍ］以上
１［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６０】
　図６は、設定弾性値を－１［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図６に示されるように
、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－１［Ｎｍ］以
上１［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６１】
　図７は、設定弾性値を１．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図７に示されるよう
に、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－１．５［Ｎ
ｍ］以上１．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６２】
　図８は、設定弾性値を－１．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図８に示されるよ
うに、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－１．５［
Ｎｍ］以上１．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６３】
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　図９は、設定弾性値を２［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図９に示されるように、
この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－２［Ｎｍ］以上
２［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６４】
　図１０は、設定弾性値を－２［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図１０に示されるよ
うに、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－２［Ｎｍ
］以上２［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【００６５】
　また、計算条件として用いた各要素の寸法を図１９に示す。
【００６６】
　ここで、ｌは回転部５の回転中心からベアリング４までの距離、ｑｅ１は基準線（図１
における点線）からの補助部３ａの開き角度、ｑｅ２は基準線（図１における点線）から
の補助部３ｂの開き角度、ｋは弾性体２の弾性値、ｒ０１は回転部５の回転中心からベア
リング４ａまでの初期の距離、ｒ０２は回転部５の回転中心からベアリング４ｂまでの初
期の距離、ｌ０は引き伸ばされた状態で引っかけられた弾性体２全体の初期長さ、ｌ０１

及びｌ０２は、後述する第２実施形態及び第３実施形態における引き伸ばされた状態で引
っかけられた弾性体の各部の初期長さをそれぞれ示す。
【００６７】
　なお、これらの寸法は後述する各実施形態においても同様に用いる。
【００６８】
　本実施形態に関するアクチュエータでは、リンク構造１０の駆動に関し従来のような減
速機構を有する必要がなく、よって、比較的大きな慣性を有する機構を別途備える必要が
ない。
【００６９】
　また、図２に示されるように、全くトルクを発生しない場合においても、伸ばされた状
態の弾性体２が内側に収縮しようとするため、軸力が働いた状態の回転部５の回転摩擦力
が駆動上の抗力となり、通常は、ボールベアリングなどの摩擦抵抗と同等の値となる。
【００７０】
　これらのことは、外力により、リンク構造１０の位置を変化させることが必要な応用事
例、例えば、産業用ロボットにおける力覚センサのフィードバック制御を実行する場合、
あるいは、人の歩行を補助する動力義足のアクチュエータとして使用する場合などにおい
て、モデル化しにくい摩擦補償制御を無視できる、又は、摩擦補償制御を無視して制御し
ても一定の制御効果が得られるというメリットがある。いわゆる、バックドライバビリテ
ィを有するアクチュエータが得られる効果がある。なお、バックドライバビリティとは、
出力節に適当な力を加えたときに、その節が可動し、かつそれが入力節側に伝わる性質の
ことをいう。
【００７１】
　＜効果＞
　以下に、本実施形態による効果を例示する。
【００７２】
　本実施形態によれば、リンク固定部としてのベアリング４、第１移動固定部としてのベ
アリング４ａ及び第２移動固定部としてのベアリング４ｂは、滑車構造である。
【００７３】
　後述する第１弾性体と後述する第２弾性体とは、互いの端部が接続されることで、全体
として輪形状の接続弾性体としての弾性体２を形成する。
【００７４】
　弾性体２は、ベアリング４、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂの間で、引き延ばされ
た状態で保持される。
【００７５】
　リンク構造１０は、ベアリング４ａ及びベアリング４ｂの移動に応じて、弾性体２の弾
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性力が釣り合う位置に保持される。
【００７６】
　このような構成によれば、簡易な構成でリンク構造１０を双方向（複数の方向）へ駆動
させるアクチュエータを得ることができる。本実施形態に関するアクチュエータでは、リ
ンク構造１０の駆動に関し従来のような減速機構を有する必要がなく、よって、比較的大
きな慣性を有する機構を別途備える必要がない。
【００７７】
　また、本実施形態によれば、第１移動固定部としてのベアリング４ａ及び第２移動固定
部としてのベアリング４ｂは、ベアリングである。
【００７８】
　第１補助部としての補助部３ａは、ねじが切られた棒構造である第１滑りねじ部として
の滑りねじ部３０ａを備える。
【００７９】
　第２補助部としての補助部３ｂは、ねじが切られた棒構造である第２滑りねじ部として
の滑りねじ部３０ｂを備える。
【００８０】
　滑りねじ部３０ａは、補助部３ａにおける回転部５から延び出る方向に沿って配置され
、かつ、ベアリング４ａを嵌合させる。
【００８１】
　滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂにおける回転部５から延び出る方向に沿って配置され
、かつ、ベアリング４ｂを嵌合させる。
【００８２】
　なお、ベアリング４ａは、後述のベアリング４０ａ又はベアリング４００ａと入れ替え
ることもできる。
【００８３】
　なお、ベアリング４ｂは、後述のベアリング４０ｂ又はベアリング４００ｂと入れ替え
ることもできる。
【００８４】
　このような構成によれば、滑りねじ部３０ａを回転させることによりベアリング４ａの
位置を、滑りねじ部３０ｂを回転させることによりベアリング４ｂの位置を、それぞれ変
更することができる。よって、弾性体２がベアリング４を介してリンク構造１０を引っ張
る力の大きさ及び力の方向を制御することができ、リンク構造１０を双方向（複数の方向
）へ駆動させるアクチュエータを得ることができる。すなわち、リンク構造１０に作用す
る、弾性体２により発生する弾性値を制御することにより、リンク構造１０に対し、任意
のトルクを発生させることができる。
【００８５】
　また、本実施形態によれば、第１補助部としての補助部３ａは、第１滑りねじ部として
の滑りねじ部３０ａを回転させる第１駆動モータとしての駆動モータ３１ａを備える。
【００８６】
　第２補助部としての補助部３ｂは、第２滑りねじ部としての滑りねじ部３０ｂを回転さ
せる第２駆動モータとしての駆動モータ３１ｂを備える。
【００８７】
　このような構成によれば、駆動モータ３１ａで滑りねじ部３０ａを回転させることによ
りベアリング４ａの位置を、駆動モータ３１ｂで滑りねじ部３０ｂを回転させることによ
りベアリング４ｂの位置を、それぞれ変更することができる。よって、弾性体２がベアリ
ング４を介してリンク構造１０を引っ張る力の大きさ及び力の方向をリアルタイムで制御
することができる。また、出力トルク特性のシミュレーション結果に基づいて上記の制御
を行うことで、リアルタイムで目標とするトルク出力を実現することができる。
【００８８】
　また、本実施形態によれば、リンク構造の駆動方法において、回転中心を有するリンク
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構造１０を、回転中心から延び出た位置において異なる複数の方向から引っ張り、リンク
構造１０を引っ張る力の大きさ及び力の方向を制御することにより、リンク構造１０を回
転運動させる。この場合、リンク構造１０を引っ張る力の大きさが、いずれの方向におい
ても０より大きい。
【００８９】
　このような構成によれば、リンク構造１０を複数の方向へ駆動させるアクチュエータを
得ることができる。
【００９０】
　＜第２実施形態＞
　＜構成＞
　以下では、上記実施形態で説明した構成と同様の構成については同じ符号を付して図示
し、その詳細な説明については適宜省略する。
【００９１】
　図１１は、本実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。図１１
に示されるように、アクチュエータは、リンク構造１０と、弾性体２ａと、弾性体２ｂと
、一対の補助部３ａ及び補助部３ｂと、回転部５とを備える。
【００９２】
　リンク構造１０は、固定部６を備える。補助部３ａは、固定部６ａ（図示せず）とベア
リング４０ａとを備える。補助部３ｂは、固定部６ｂとベアリング４０ｂとを備える。
【００９３】
　補助部３ａは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ａを備える。ベアリン
グ４０ａは、滑りねじ部３０ａに取り付けられ、また、補助部３ａの長手方向に移動可能
である。滑りねじ部３０ａは、補助部３ａの長手方向に沿う軸を有する。
【００９４】
　補助部３ａは、駆動モータ３１ａを備える。駆動モータ３１ａは、滑りねじ部３０ａを
軸方向に回転させる。
【００９５】
　補助部３ｂは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ｂを備える。ベアリン
グ４０ｂは、滑りねじ部３０ｂに取り付けられ、また、補助部３ｂの長手方向に移動可能
である。滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂの長手方向に沿う軸を有する。
【００９６】
　補助部３ｂは、駆動モータ３１ｂを備える。駆動モータ３１ｂは、滑りねじ部３０ｂを
軸方向に回転させる。
【００９７】
　リンク構造１０は、回転部５を介してリンク構造１１と連接され、回転部５を中心に回
転可能である。
【００９８】
　弾性体２ａ及び弾性体２ｂは、紐状の弾性体である。具体的には、伸び縮みする軽量な
ゴム紐、又は、弦巻バネを紐で結んだ紐状の部材（一部が弾性体である部材）などが想定
される。
【００９９】
　補助部３ａ及び補助部３ｂは、回転部５を中心に回転可能である。
【０１００】
　固定部６は、リンク構造１０における回転部５から延び出た位置に取り付けられる。ベ
アリング４０ａは、補助部３ａにおける回転部５から延び出た位置に取り付けられる。ベ
アリング４０ｂは、補助部３ｂにおける回転部５から延び出た位置に取り付けられる。固
定部６ａ及び固定部６ｂは、それぞれ、補助部３ａの回転中心及び補助部３ｂの回転中心
に取り付けられる。
【０１０１】
　固定部６及び固定部６ａには、それぞれ弾性体２ａの端部が固定され、固定部６及び固
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定部６ｂには、それぞれ弾性体２ｂの端部が固定される。滑車であるベアリング４０ａに
は、弾性体２ａが引き伸ばされた状態で引っかけられる。滑車であるベアリング４０ｂに
は、弾性体２ｂが引き伸ばされた状態で引っかけられる。よって、弾性体２ａ及び弾性体
２ｂは、ある特定の張力を有する状態でそれぞれ保持される。また、ベアリング４０ａ及
びベアリング４０ｂは、滑車のように作用する。そのため、弾性体２ａは、固定部６とベ
アリング４０ａとの間、及び、ベアリング４０ａと固定部６ａとの間において、同じ張力
を有する。また、弾性体２ｂは、固定部６とベアリング４０ｂとの間、及び、ベアリング
４０ｂと固定部６ｂとの間において、同じ張力を有する。
【０１０２】
　弾性体２ａ及び弾性体２ｂは、互いの弾性力により引き伸ばされた状態で保持される。
リンク構造１０は、ベアリング４０ａ及びベアリング４０ｂの移動に応じて、弾性体２ａ
の弾性力と弾性体２ｂの弾性力とが釣り合う位置に保持される。
【０１０３】
　なお、リンク構造１０における弾性体２ａが固定される箇所は、リンク構造１０におけ
る弾性体２ｂが固定される箇所と同一でなくてもよい。すなわち、リンク構造１０におい
て弾性体２ａが固定される固定部６とは別の固定部において、弾性体２ｂが固定されてい
てもよい。
【０１０４】
　＜作用＞
　次に、本実施形態に関するアクチュエータの動作について説明する。
【０１０５】
　このアクチュエータの出力特性を考えるために、まずそのポテンシャルエネルギーを考
える。
【０１０６】
　各弾性体の変位量を下式に示す。
【０１０７】
【数６】

【０１０８】
　ここで、ｘ０ｉａ（ｉ＝１、２）は初期変位量、ｌ０ｉ（ｉ＝１、２）は弾性体２ａ及
び弾性体２ｂの初期長さをそれぞれ示す。
【０１０９】
　これらから、本実施形態に関するアクチュエータのポテンシャルエネルギーは下式で表
すことができる。
【０１１０】
【数７】
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【０１１１】
　ただし、ｋｉ（ｉ＝１、２）は弾性値（ばね定数）である。
【０１１２】
　ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで１階偏微分して出力トルクを
計算し、さらに、ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで２階偏微分し
て回転部５周りの弾性値を計算する。
【０１１３】
【数８】

【０１１４】
　図１２から図１４は、本実施形態におけるアクチュエータの出力トルク特性を机上シミ
ュレーションで求めた結果を示す図である。
【０１１５】
　リンク構造１０に作用する、弾性体２により発生する回転角度あたりの設定弾性値を－
２［Ｎｍ／ｒａｄ］から２［Ｎｍ／ｒａｄ］まで０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］刻みで設定する
。また、このときのリンクの回転軸周りにトルクが加わらない平衡点（ｑｅ）を－９０［
ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みで設定する。
【０１１６】
　図１２から図１４においては、複数（１９本）のグラフがプロットされているが、これ
は、平衡点（ｑｅ）を－９０［ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みでプ
ロットした結果を反映したものである。ただし、図１２では、その１９本すべてが重なっ
ている。
【０１１７】
　各ベアリングの位置を、リンク構造１０が配置される側とは反対側（図１１であればリ
ンク構造１１が配置される側）に位置させることで、負の設定弾性値［Ｎｍ／ｒａｄ］を
とることも可能である。図１４がこの場合に相当する。
【０１１８】
　図１２から図１４において、横軸は、基準線（図１１における点線）からのリンク構造
１０の開き角度［ｒａｄ］を示し、縦軸は、リンク構造１０に対して発生するトルクの値
［Ｎｍ］を示す。
【０１１９】
　図１２は、設定弾性値を０［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。
【０１２０】
　図１３は、設定弾性値を０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図１３に示される
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ように、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．５
［Ｎｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【０１２１】
　図１４は、設定弾性値を－０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図１４に示され
るように、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．
５［Ｎｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【０１２２】
　また、計算条件として用いた各要素の寸法を図１９に示す。
【０１２３】
　＜効果＞
　以下に、本実施形態による効果を例示する。
【０１２４】
　本実施形態によれば、第１移動固定部としてのベアリング４０ａ及び第２移動固定部と
してのベアリング４０ｂは、滑車構造である。
【０１２５】
　第１補助部としての補助部３ａは、回転中心において第１中心固定部としての固定部６
ａを備える。
【０１２６】
　第２補助部としての補助部３ｂは、回転中心において第２中心固定部としての固定部６
ｂを備える。
【０１２７】
　第１弾性体としての弾性体２ａは、リンク固定部としての固定部６と固定部６ａとの間
で、ベアリング４０ａを介して取り付けられる。
【０１２８】
　第２弾性体としての弾性体２ｂは、固定部６と固定部６ｂとの間で、ベアリング４０ｂ
を介して取り付けられる。
【０１２９】
　このような構成によれば、簡易な構成でリンク構造１０を双方向（複数の方向）へ駆動
させるアクチュエータを得ることができる。本実施形態に関するアクチュエータでは、リ
ンク構造１０の駆動に関し従来のような減速機構を有する必要がなく、よって、比較的大
きな慣性を有する機構を別途備える必要がない。
【０１３０】
　＜第３実施形態＞
　＜構成＞
　以下では、上記実施形態で説明した構成と同様の構成については同じ符号を付して図示
し、その詳細な説明については適宜省略する。
【０１３１】
　図１５は、本実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。図１５
に示されるように、アクチュエータは、リンク構造１０と、弾性体２０ａと、弾性体２０
ｂと、一対の補助部３ａ及び補助部３ｂと、回転部５とを備える。
【０１３２】
　リンク構造１０は、固定部６を備える。補助部３ａは、ベアリング４００ａを備える。
補助部３ｂは、ベアリング４００ｂを備える。
【０１３３】
　補助部３ａは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ａを備える。ベアリン
グ４００ａは、滑りねじ部３０ａに取り付けられ、また、補助部３ａの長手方向に移動可
能である。滑りねじ部３０ａは、補助部３ａの長手方向に沿う軸を有する。
【０１３４】
　補助部３ａは、駆動モータ３１ａを備える。駆動モータ３１ａは、滑りねじ部３０ａを
軸方向に回転させる。
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【０１３５】
　補助部３ｂは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ｂを備える。ベアリン
グ４００ｂは、滑りねじ部３０ｂに取り付けられ、また、補助部３ｂの長手方向に移動可
能である。滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂの長手方向に沿う軸を有する。
【０１３６】
　補助部３ｂは、駆動モータ３１ｂを備える。駆動モータ３１ｂは、滑りねじ部３０ｂを
軸方向に回転させる。
【０１３７】
　弾性体２０ａ及び弾性体２０ｂは、紐状の弾性体である。具体的には、伸び縮みする軽
量なゴム紐、又は、弦巻バネを紐で結んだ紐状の部材（一部が弾性体である部材）などが
想定される。
【０１３８】
　固定部６は、リンク構造１０における回転部５から延び出た位置に取り付けられる。ベ
アリング４００ａは、補助部３ａにおける回転部５から延び出た位置に取り付けられる。
ベアリング４００ｂは、補助部３ｂにおける回転部５から延び出た位置に取り付けられる
。
【０１３９】
　固定部６及びベアリング４００ａには、それぞれ弾性体２０ａの端部が固定され、固定
部６及びベアリング４００ｂには、それぞれ弾性体２０ｂの端部が固定される。弾性体２
０ａ及び弾性体２０ｂは、互いの弾性力により引き伸ばされた状態で保持される。リンク
構造１０は、ベアリング４００ａ及びベアリング４００ｂの移動に応じて、弾性体２０ａ
の弾性力と弾性体２０ｂの弾性力とが釣り合う位置に保持される。
【０１４０】
　なお、リンク構造１０における弾性体２０ａが固定される箇所は、リンク構造１０にお
ける弾性体２０ｂが固定される箇所と同一でなくてもよい。すなわち、リンク構造１０に
おいて弾性体２０ａが固定される固定部６とは別の固定部において、弾性体２０ｂが固定
されていてもよい。
【０１４１】
　＜作用＞
　次に、本実施形態に関するアクチュエータの動作について説明する。
【０１４２】
　このアクチュエータの出力特性を考えるために、まずそのポテンシャルエネルギーを考
える。
【０１４３】
　各弾性体の変位量を下式に示す。
【０１４４】
【数９】

【０１４５】
　ここで、ｘ０ｉ（ｉ＝１、２）は初期変位量、ｌ０ｉ（ｉ＝１、２）は弾性体２０ａ及
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び弾性体２０ｂの初期長さをそれぞれ示す。
【０１４６】
　これらから、本実施形態に関するアクチュエータのポテンシャルエネルギーは下式で表
すことができる。
【０１４７】
【数１０】

【０１４８】
　ただし、ｋｉ（ｉ＝１、２）は弾性値（ばね定数）である。
【０１４９】
　ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで１階偏微分して出力トルクを
計算し、さらに、ポテンシャルエネルギーをリンク構造１０の開き角度ｑで２階偏微分し
て回転部５周りの弾性値を計算する。
【０１５０】
【数１１】

【０１５１】
　ここで、ｘ０ｉｂ（ｉ＝１、２）は初期変位量である。
【０１５２】
　図１６から図１８は、本実施形態におけるアクチュエータの出力トルク特性を机上シミ
ュレーションで求めた結果を示す図である。
【０１５３】
　リンク構造１０に作用する、弾性体２により発生する回転角度あたりの設定弾性値を－
２［Ｎｍ／ｒａｄ］から２［Ｎｍ／ｒａｄ］まで０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］刻みで設定する
。また、このときのリンクの回転軸周りにトルクが加わらない平衡点（ｑｅ）を－９０［
ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みで設定する。
【０１５４】
　図１６から図１８においては、複数（１９本）のグラフがプロットされているが、これ
は、平衡点（ｑｅ）を－９０［ｄｅｇ］から９０［ｄｅｇ］まで１０［ｄｅｇ］刻みでプ
ロットした結果を反映したものである。ただし、図１６では、その１９本すべてが重なっ
ている。
【０１５５】
　各ベアリングの位置を、リンク構造１０が配置される側とは反対側（図１５であればリ
ンク構造１１が配置される側）に位置させることで、負の設定弾性値［Ｎｍ／ｒａｄ］を
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とることも可能である。図１８がこの場合に相当する。
【０１５６】
　図１６から図１８において、横軸は、基準線（図１５における点線）からのリンク構造
１０の開き角度［ｒａｄ］を示し、縦軸は、リンク構造１０に対して発生するトルクの値
［Ｎｍ］を示す。
【０１５７】
　図１６は、設定弾性値を０［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。
【０１５８】
　図１７は、設定弾性値を０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図１７に示される
ように、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．５
［Ｎｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【０１５９】
　図１８は、設定弾性値を－０．５［Ｎｍ／ｒａｄ］としたものである。図１８に示され
るように、この弾性値に設定された場合には、任意の開き角度ｑにおいて、およそ－０．
５［Ｎｍ］以上０．５［Ｎｍ］以下のトルクが出力できる。
【０１６０】
　また、計算条件として用いた各要素の寸法を図１９に示す。
【０１６１】
　＜実験＞
　次に、図１５に示された構成を用いて、実験を行った結果を以下に示す。当該実験では
、目標の平衡点と設定弾性値とが設定された状態で、本実施形態に関するアクチュエータ
における目標となるベアリングの位置を求め、同時にＰフィードバック制御（比例制御）
を行う。
【０１６２】
　＜正の弾性値実験＞
　図２０は、正の弾性値の場合の実験結果を示す図である。図２０において、縦軸が基準
線（図１５における点線）からのリンク構造１０の開き角度［ｒａｄ］であり、横軸が時
間［ｓ］である。図２０の上段においては、平衡点１．０４［ｒａｄ］の場合の理想値が
点線で示され、設定弾性値が０．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値が実線で示さ
れ、設定弾性値が０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値を一点鎖線で示されてい
る。また、図２０の中段においては、平衡点０．５２［ｒａｄ］の場合の理想値が点線で
示され、設定弾性値が０．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値が実線で示され、設
定弾性値が０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値を一点鎖線で示されている。ま
た、図２０の下段においては、設定弾性値が０．０［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定
値が点線で示され、設定弾性値が０．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値が実線で
示され、設定弾性値が０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値を一点鎖線で示され
ている。図２０の上段及び中段に示されるように、目標の平衡点π／６、π／３［ｒａｄ
］、設定弾性値０．１、０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］とした場合には、ベアリングの位置の収
束性を確認することができる。また、図２０の下段に示されるように、目標の平衡点０［
ｒａｄ］、設定弾性値０、０．１、０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］とした場合に、リンク先端か
ら０．２５［ｍ］の箇所に外力１［Ｎ］以上２［Ｎ］以下を加えた場合の、ベアリングの
位置変動の減衰を確認することができる。
【０１６３】
　＜負の弾性値実験＞
　図２１は、負の弾性値の場合の実験結果を示す図である。図２１において、縦軸が基準
線（図１５における点線）からのリンク構造１０の開き角度［ｒａｄ］であり、横軸が時
間［ｓ］である。図２１の上段においては、設定弾性値が－０．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場
合の実際の測定値が実線で示され、設定弾性値が－０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際
の測定値を一点鎖線で示されている。また、図２１の中段においては、設定弾性値が－０
．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値が実線で示され、設定弾性値が－０．２［Ｎ
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ｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値を一点鎖線で示されている。また、図２１の下段にお
いては、設定弾性値が－０．１［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値が実線で示され、
設定弾性値が－０．２［Ｎｍ／ｒａｄ］の場合の実際の測定値を一点鎖線で示されている
。本実験では、目標の平衡点０、π／６、π／３［ｒａｄ］、設定弾性値－０．１、－０
．２［Ｎｍ／ｒａｄ］とした場合に、リンク先端から０．２５［ｍ］の箇所に外力１［Ｎ
］以上２［Ｎ］以下を加え、実際に弾性が負になっていることを確認する。本実験では、
図２１に示されるように、外力を与えた時点で大きな角度変化が生じている。
【０１６４】
　＜考察＞
　正の弾性値実験では、ベアリングの位置の、安定平衡点への収束が確認できる。また、
負の弾性値実験では、ベアリングの位置の、不安定平衡点からの発散が確認できる。また
、本実験の限りでは、静止摩擦の影響により、定常偏差が残っていることが分かる。
【０１６５】
　＜効果＞
　以下に、本実施形態による効果を例示する。
【０１６６】
　本実施形態によれば、アクチュエータが、第１補助部としての補助部３ａと、リンク構
造１０を基準として補助部３ａとは反対側に配置される第２補助部としての補助部３ｂと
、リンク構造１０、補助部３ａ及び補助部３ｂと連結され、かつ、リンク構造１０、補助
部３ａ及び補助部３ｂが回転運動する場合の回転中心である回転部５とを備える。
【０１６７】
　リンク構造１０、補助部３ａ及び補助部３ｂは、それぞれ、回転部５から延び出て形成
される。
【０１６８】
　リンク構造１０は、回転部５から延び出た位置において少なくとも１つのリンク固定部
としての固定部６を備える。
【０１６９】
　補助部３ａは、回転部５から延び出た位置において、回転部５から延び出る方向及びそ
の逆方向に移動可能な第１移動固定部としてのベアリング４００ａを備える。
【０１７０】
　補助部３ｂは、回転部５から延び出た位置において、回転部５から延び出る方向及びそ
の逆方向に移動可能な第２移動固定部としてのベアリング４００ｂを備える。
【０１７１】
　また、アクチュエータが、固定部６とベアリング４００ａとに跨る、紐状の第１弾性体
としての弾性体２０ａと、固定部６とベアリング４００ｂとに跨る、紐状の第２弾性体と
しての弾性体２０ｂとを備える。
【０１７２】
　弾性体２０ａと弾性体２０ｂとは、互いの弾性力により引き延ばされた状態で保持され
る。
【０１７３】
　リンク構造１０は、ベアリング４００ａ及びベアリング４００ｂの移動に応じて、弾性
体２０ａの弾性力と弾性体２０ｂの弾性力とが釣り合う位置に保持される。
【０１７４】
　このような構成によれば、簡易な構成でリンク構造１０を双方向（複数の方向）へ駆動
させるアクチュエータを得ることができる。本実施形態に関するアクチュエータでは、リ
ンク構造１０の駆動に関し従来のような減速機構を有する必要がなく、よって、比較的大
きな慣性を有する機構を別途備える必要がない。
【０１７５】
　本実施形態に関するアクチュエータでは、弾性体が伸び縮みする反力を駆動対象物の駆
動に利用する。第１移動固定部及び第２移動固定部を備えることにより、弾性体からの反
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力を駆動対象物に伝達させる位置を可変とすることで、弾性による反力の大きさと、２つ
以上の弾性体の力の拮抗することにより反力が働かなくなる平衡点とを変更することがで
きる。
【０１７６】
　また、本実施形態に関するアクチュエータでは、出力トルク特性のシミュレーション結
果に基づいて、第１移動固定部及び第２移動固定部の位置、さらには、補助部３ａの開き
角度及び補助部３ｂの開き角度を設定することにより、目標のトルク出力を得ることがで
きる。
【０１７７】
　なお、これらの構成以外の構成については適宜省略することができるが、本明細書に示
された任意の構成を適宜追加した場合でも、上記の効果を生じさせることができる。
【０１７８】
　＜第４実施形態＞
　＜構成＞
　以下では、上記実施形態で説明した構成と同様の構成については同じ符号を付して図示
し、その詳細な説明については適宜省略する。
【０１７９】
　図２２は、本実施形態に関するアクチュエータの全体構造を示す概略図である。図２２
に示されるように、アクチュエータは、リンク構造１０と、弾性体２０ａと、弾性体２０
ｂと、一対の補助部３ａ及び補助部３ｂと、回転部５とを備える。
【０１８０】
　リンク構造１０は、固定部６を備える。また、リンク構造１０は、経由構造としてのベ
アリング４０１ａと経由構造としてのベアリング４０１ｂとを備える。ベアリング４０１
ａ及びベアリング４０１ｂは、滑車構造である。補助部３ａは、ベアリング４００ａを備
える。補助部３ｂは、ベアリング４００ｂを備える。
【０１８１】
　補助部３ａは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ａを備える。ベアリン
グ４００ａは、滑りねじ部３０ａに取り付けられ、また、補助部３ａの長手方向に移動可
能である。滑りねじ部３０ａは、補助部３ａの長手方向に沿う軸を有する。
【０１８２】
　補助部３ａは、駆動モータ３１ａを備える。駆動モータ３１ａは、滑りねじ部３０ａを
軸まわりに回転させる。
【０１８３】
　補助部３ｂは、ねじが切られた棒状の部材である滑りねじ部３０ｂを備える。ベアリン
グ４００ｂは、滑りねじ部３０ｂに取り付けられ、また、補助部３ｂの長手方向に移動可
能である。滑りねじ部３０ｂは、補助部３ｂの長手方向に沿う軸を有する。
【０１８４】
　補助部３ｂは、駆動モータ３１ｂを備える。駆動モータ３１ｂは、滑りねじ部３０ｂを
軸まわりに回転させる。
【０１８５】
　弾性体２０ａ及び弾性体２０ｂは、紐状の弾性体である。具体的には、伸び縮みする軽
量なゴム紐、又は、弦巻バネを紐で結んだ紐状の部材（一部が弾性体である部材）などが
想定される。
【０１８６】
　固定部６は、リンク構造１０における回転部５から延び出た位置に取り付けられる。ベ
アリング４０１ａは、リンク構造１０における回転部５から延び出た位置で、かつ、固定
部６よりも回転部５に近い位置に取り付けられる。ベアリング４０１ｂは、リンク構造１
０における回転部５から延び出た位置で、かつ、固定部６よりも回転部５に近い位置に取
り付けられる。また、本実施形態においては、ベアリング４０１ａは、リンク構造１０に
おけるベアリング４０１ｂの裏側に取り付けられる。ベアリング４００ａは、補助部３ａ
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における回転部５から延び出た位置に取り付けられる。ベアリング４００ｂは、補助部３
ｂにおける回転部５から延び出た位置に取り付けられる。
【０１８７】
　固定部６、ベアリング４０１ａ及びベアリング４００ａには、それぞれ弾性体２０ａが
固定され、固定部６、ベアリング４０１ｂ及びベアリング４００ｂには、それぞれ弾性体
２０ｂが固定される。弾性体２０ａ及び弾性体２０ｂは、互いの弾性力により引き伸ばさ
れた状態で保持される。リンク構造１０は、ベアリング４００ａ及びベアリング４００ｂ
の移動に応じて、弾性体２０ａの弾性力と弾性体２０ｂの弾性力とが釣り合う位置に保持
される。
【０１８８】
　なお、リンク構造１０における弾性体２０ａが固定される箇所は、リンク構造１０にお
ける弾性体２０ｂが固定される箇所と同一でなくてもよい。すなわち、リンク構造１０に
おいて弾性体２０ａが固定される固定部６とは別の固定部において、弾性体２０ｂが固定
されていてもよい。
【０１８９】
　また、本実施形態に示される構成は、図１１に示される構成のように、補助部における
ベアリングを介して回転部５の回転中心まで弾性体が張られている場合にも適用可能であ
る。
【０１９０】
　＜作用＞
　次に、本実施形態に関するアクチュエータの動作について説明する。
【０１９１】
　まず、簡単のため、図２２に示された構造のうちの１つの補助部３ｂのみを有する場合
のトルクを求める。図２３は、リンク構造を駆動させるアクチュエータの１つの補助部の
みを有する場合の構造を示す図である。図２３に示されるように、アクチュエータは、リ
ンク構造１０と、弾性体２０ｂと、補助部３ｂと、回転部５とを備える。
【０１９２】
　リンク構造１０は、固定部６を備える。また、リンク構造１０は、ベアリング４０１ｂ
を備える。補助部３ｂは、ベアリング４００ｂを備える。
【０１９３】
　ここで、回転部５の回転中心からベアリング４０１ｂまでの距離をｌ、ベアリング４０
１ｂから固定部６までの距離をｌａ、基準線（図２３における点線）からのリンク構造１
０の開き角度をｑ、回転部５の回転中心からベアリング４００ｂまでの距離をｒ、ベアリ
ング４００ｂからベアリング４０１ｂまでの距離をｘとする。これらから、本実施形態に
図２３に示されるアクチュエータのポテンシャルエネルギーは、下式で表すことができる
。
【０１９４】
【数１２】

【０１９５】
　また、ｘは、下式で表すことができる。
【０１９６】

【数１３】
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　また、ｘ０は、下式で表すことができる。
【０１９８】
【数１４】

【０１９９】
　ここで、ｋは、弾性体２０ｂのばね定数であり、ｌ０は、弾性体２０ｂの初期長さであ
る。また、ｒ０は、回転部５からベアリング４００ｂまでの初期の距離であり、ｘ０は、
ベアリング４００ｂからベアリング４０１ｂまでの初期の距離である。
【０２００】
　ここで、ｌ＝ｌ０の場合、
【０２０１】
【数１５】

【０２０２】
　が得られ、このポテンシャルエネルギーを角度で偏微分することでトルクを下式のよう
に導出することができる。
【０２０３】

【数１６】

【０２０４】
　図２４は、本実施形態に関するアクチュエータをモデル化した図である。図２４におい
て、Ｉは、リンク構造１０の慣性モーメントであり、ｑは、基準線（ｑｅ）からのリンク
構造１０の開き角度である。また、ｒ１は、弾性体２０ａに関する可変弾性機構のベアリ
ング４００ａの位置であり、ｒ２は、弾性体２０ｂに関する可変弾性機構のベアリング４
００ｂの位置である。
【０２０５】
　上記のモデルにおいて、２つの可変弾性機構のトルクを合成した場合のダイナミクスは
、下式となる。
【０２０６】
【数１７】

【０２０７】
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【数１８】

【０２０８】
【数１９】

【０２０９】
　ここで、ｂは、リンク構造１０の粘性係数であり、ｋｑ（ｑ，ｒ１，ｒ２）は、リンク
の回転軸周りの可変弾性値である。また、ｑｅ（ｑ，ｒ１，ｒ２）は、可変弾性値の可変
平衡点である。
【０２１０】
　さらに、２つの可変弾性機構のダイナミクスは、以下と仮定する。
【０２１１】
【数２０】

【０２１２】
【数２１】

【０２１３】
【数２２】

【０２１４】

【数２３】

【０２１５】
　ここで、ｍは、各可変弾性機構のベアリング４００ａ又はベアリング４００ｂの質量で
あり、ｄは、各可変弾性機構の粘性係数である。また、ｆｋｉ（ｑ，ｒｉ）（ｉ＝１，２
）は、各可変弾性機構において弾性体からベアリングが受ける力であり、ｆｉ（ｉ＝１，
２）は、制御入力である。
【０２１６】
　次に、弾性値が正である場合の設定弾性値と目標の平衡点とを満たすような、ベアリン
グの目標の位置を算出する。上記の式（３８）と式（３９）とから、
【０２１７】
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【数２４】

【０２１８】
【数２５】

【０２１９】
となる。ここで、ｋｑｄ（ｔ）は、リンクの回転軸周りの設定弾性値の時間関数であり、
ｑｅｄ（ｔ）は、リンク構造１０周りの目標の平衡点の時間関数である。また、ｒ１ｄ（
ｔ）は、弾性体２０ａに関する可変弾性機構のベアリング４００ａの目標の位置であり、
ｒ２ｄ（ｔ）は、弾性体２０ｂに関する可変弾性機構のベアリング４００ｂの目標の位置
である。
【０２２０】
　上記の式（４５）から、
【０２２１】
【数２６】

【０２２２】
　となり、式（４６）を式（４４）に代入すると、
【０２２３】
【数２７】

【０２２４】
　となる。式（４７）から、
【０２２５】

【数２８】

【０２２６】
　となり、式（４８）と式（４６）とから
【０２２７】

【数２９】

【０２２８】
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【数３０】

【０２２９】
　が得られる。制御入力は、式（４９）及び式（５０）を目標としたＰフィードバック制
御で行う。
【０２３０】

【数３１】

【０２３１】

【数３２】

【０２３２】
　ここで、ｋｐ１は、ｒ１に関する位置フィードバックゲインであり、ｋｐ２は、ｒ２に
関する位置フィードバックゲインである。また、ｋｖ１は、ｒ１に関する速度フィードバ
ックゲインであり、ｋｖ２は、ｒ２に関する速度フィードバックゲインである。
【０２３３】
　なお、当該制御は、ＰＤ制御であってもよい。
【０２３４】
　＜効果＞
　以下に、本実施形態による効果を例示する。
【０２３５】
　本実施形態によれば、リンク構造１０は、回転部５から延び出た位置で、かつ、リンク
固定部としての固定部６よりも回転部５に近い位置において、滑車構造である第１経由構
造としてのベアリング４０１ａ及び滑車構造である第２経由構造としてのベアリング４０
１ｂを備える。
【０２３６】
　第１弾性体としての弾性体２０ａは、固定部６と第１移動固定部としてのベアリング４
００ａとの間で、ベアリング４０１ａを介して取り付けられる。また、第２弾性体として
の弾性体２０ｂは、固定部６と第２移動固定部としてのベアリング４００ｂとの間で、ベ
アリング４０１ｂを介して取り付けられる。
【０２３７】
　このような構成によれば、弾性体２０ａ及び弾性体２０ｂがリンク構造１０に沿って取
り付けられる範囲が増えるため、弾性体を含めた可変弾性機構をリンク構造１０近傍に集
約することができる。よって、可変弾性機構を小型化することができる。
【０２３８】
　また、目標のベアリングの位置を時間関数として算出することができ、さらに、制御入
力に関しても時間関数として算出することができるため、設定弾性値及び目標の平衡点が
決定された場合に、算出された目標のベアリングの位置及び制御入力を用いることができ
る。
【０２３９】
　なお、上記の各実施形態において、補助部をさらに追加し、補助部が３つさらには４つ
備えられる場合でも、リンク構造と新たに追加した補助部との間にもある特定の張力を有
する弾性体が張られた場合でも、上記と同様に適用することができる。
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【０２４０】
　また、駆動モータ３１ａ及び駆動モータ３１ｂは、各補助部に取り付けられていなくと
もよく、アクチュエータの外部に備えられるものであってもよい。
【０２４１】
　上記実施形態では、各構成要素の材質、材料、寸法、形状、相対的配置関係又は実施の
条件などについても記載している場合があるが、これらはすべての局面において例示であ
って、本発明が記載されたものに限られることはない。よって、例示されていない無数の
変形例が、本発明の範囲内において想定される。例えば、任意の構成要素を変形する場合
又は省略する場合、さらには、少なくとも１つの実施形態における少なくとも１つの構成
要素を抽出し、他の実施形態の構成要素と組み合わせる場合が含まれる。
【符号の説明】
【０２４２】
　２，２ａ，２ｂ，２０ａ，２０ｂ　弾性体、３ａ，３ｂ　補助部、４，４ａ，４ｂ，４
０ａ，４０ｂ，４００ａ，４００ｂ，４０１ａ，４０１ｂ　ベアリング、５　回転部、６
，６ａ，６ｂ　固定部、１０，１１　リンク構造、３０ａ，３０ｂ　滑りねじ部、３１ａ
，３１ｂ　駆動モータ。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(28) JP 2016-1055 A 2016.1.7

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】



(29) JP 2016-1055 A 2016.1.7

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】



(30) JP 2016-1055 A 2016.1.7

【図２０】 【図２１】

【図２２】

【図２３】

【図２４】



(31) JP 2016-1055 A 2016.1.7

10

フロントページの続き

(72)発明者  藤本　堅太
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内
(72)発明者  松阪　憲人
            滋賀県草津市野路東１－１－１　立命館大学　びわこ・くさつキャンパス　理工学部内
(72)発明者  川村　貞夫
            滋賀県草津市野路東１－１－１　立命館大学　びわこ・くさつキャンパス　理工学部内
(72)発明者  植村　充典
            滋賀県草津市野路東１－１－１　立命館大学　びわこ・くさつキャンパス　理工学部内
Ｆターム(参考) 3C707 CV07  CV08  HS27  HT04  HT19  LU07 
　　　　 　　  3J062 AA38  AB27  AC07  CB02  CB14  CB28  CB30  CB33 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

